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（単位：千円）　　

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

総事業費 交付対象経
費

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

1

令和5年度
鹿嶋市価格
高騰緊急支
援給付金
【低所得者
世帯給付
金】

生活福祉課

①コロナ禍において物価高騰等に直面している低所得世帯の経済
的負担の軽減を図る。
②住民税非課税世帯に対する給付金
③R5年度住民税非課税世帯　＠3万円/世帯
　・補助金（3万円×6,900世帯）　207,000千円
　・補助金（3万円×25世帯）　750千円
　　　…いずれの自治体でも給付がない世帯対応見込み分　
④R5年度住民税非課税世帯（6,900＋25世帯）

R5.5 R6.3  207,750  207,750 ・支援世帯数：6,900＋25世帯

2

令和5年度
鹿嶋市価格
高騰緊急支
援給付金
（事務費）

生活福祉課

①コロナ禍において物価高騰等に直面している低所得世帯の経済
的負担の軽減を図る。
②住民税非課税世帯に対する給付金に係る事務経費等
③R5年度住民税非課税世帯　@3万円/世帯（6,900＋25世帯）
　・事務費　8,653千円
　　　職員手当　254千円
　　　　　…時間外勤務手当等（給付金事務に係るもの）
　　　消耗品費　150千円
　　　印刷製本費　100千円
　　　委託料　3,128千円
　　　システム使用料　2,500千円
　　　電算機借上料　208千円
　　　通信運搬費　1,510千円
　　　手数料　803千円
　※実績：6,900世帯＋追加見込：25世帯
④R5年度住民税非課税世帯（6,900＋25世帯）

R5.5 R6.3  8,653  8,653 ・支援世帯数：6,900＋25世帯
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3
プレミアム付
商品券事業

商工観光課

①コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている市民
と，同じくコロナ禍で消費が落ち込み経営に大きな影響を受けてい
る市内事業者を支援する。さらに，アフターコロナを見据え，市内
事業者のデジタル化を推進する。
②プレミアム付商品券（紙と電子併用）の発行に係る経費
③54,158千円（プレミアム分26,000千円＋発行事務委託費
28,158千円）
・事務委託費内訳（28,158千円）
　システム使用料 6,044千円，人件費 10,344千円，旅費交通費 
584千円，消耗品費 50千円，通信費 150千円，広告費 515千
円，振込手数料 182千円，郵送費 931千円，印刷費 4,000千
円，紙商品券販売・処分費 413千円，システム導入費 283千
円，OCR処理費 102千円，運営管理費 2,000千円，消費税等 
2,560千円
・平均プレミアム率20%の商品券を5,000円/セットで，26,000セット
販売する。※うち22,000セットは，デジタル商品券として発行。
・販売額ベース130,000千円にプレミアム分26,000千円を合わせ
た156,000千円の市内消費を生む。
④鹿嶋市民及び市内事業者

R5.7 R6.3  54,158  54,158  - 

商品券を購入・使用してもらうことで，多くの市民の
生活支援に繋げるとともに，総額156,000千円分
の地域消費を生むことにより，市内事業者の支援
にも繋げる。
デジタル商品券を実施することで，どの様な人が，
いつ，どこで，どのくらい消費したというデータが取扱
店でも把握できるようになることから，そのデータに
基づいて新たな販促方法を検討できるようになる。

本事業による地域消費額（商品券換金額）：
156,000千円（100％）

4
学校給食賄
材料費

給食センター

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受けている子
育て世帯の負担軽減のため，高騰する食材費の増額分の負担を
支援し，給食費の保護者負担を軽減する。
②学校給食賄い材料費（教職員は除く）
③１日あたりの予定金額250円　実績１日あたりの金額285円　∴
35円の増
　35円×1日の提供数4,476人×給食回数196回＝30,705,360
円
④保護者（鹿嶋市）

R5.4 R6.3  30,705  30,705  - 
現行の給食費の維持
・標準給食費：250円／人・食

5
準要保護児
童生徒援助
費（給食費）

総務就学課

①準要保護児童生徒の就学援助として給食費を支援することで，
コロナ禍における物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担を軽
減する。
②就学援助費
③給食費の免除
　小学校：4,300円×173人×11か月＝8,182,900円
　中学校：4,700円×147人×11か月＝7,599,900円
合計　15,782,800円
④準要保護児童生徒の保護者

R5.4 R6.3  15,782  15,782  - 

準要保護児童生徒の就学援助として給食費の免
除により，コロナ禍における物価高騰の影響での負
担を軽減する。
・対象準要保護児童生徒：
　小学校：173人
　中学校：147人
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6
第３子以降
給食費無償
化事業

総務就学課

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受けている子
育て世帯のうち，多子世帯の負担はより大きいと思われる。そこで，
小中学校に在籍する子を3人以上養育している世帯に対し，第３
子以降の学校給食費を支援することで，コロナ禍における物価高
騰の影響を受ける子育て世帯の負担を軽減する。
②学校給食費
③学校給食費の免除
　小学校：4,300円×193人×11か月＝9,128,900円
　中学校：4,700円×1人×11か月＝51,700円
合計　9,180,600円
④小中学校に在籍する子を3人以上養育している世帯

R5.4 R6.3  9,180  9,180  - 
給食費の免除により，コロナ禍における物価高騰の
影響での負担を軽減する。
・対象人数：小学校：193人／中学校：1人

7

第３子以降
学校給食費
免除事業
（幼稚園）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロナ禍にお
ける物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担を軽減する。
②幼稚園における第３子の学校給食センター経費の賄材料費
③平均31人×平均2,521円×11月＝859,661円
④公立幼稚園に通う子どものうち，小学校3年生までの範囲内に子
どもが３人以上いる家庭の3番目以降の児童

R5.4 R6.3  860  860  - 
公立幼稚園に通う第三子以降の給食費免除
対象予定：平均31人分/月

8

第３子以降
公立保育所
等給食費減
免事業（１
号）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロナ禍にお
ける物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担を軽減する。
②公立保育所等における第３子の保育園給食経費の賄材料費
③平均9.27人×平均2,664円×11月＝271,648円
④公立保育所等に通う1号認定子どものうち，小学校3年生までの
範囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以降の児童

R5.4 R6.3  272  272  - 
公立保育所等に通う第三子以降の給食費免除
対象予定：平均9.27人分/月

9

第３子以降
公立保育所
等給食費減
免事業（２
号）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロナ禍にお
ける物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担を軽減する。
②公立保育所等における第３子の保育園給食経費の賄材料費
③平均36.58人×平均3,958円×12月＝1,737,403円
④公立保育所等に通う2号認定子どものうち，小学校3年生までの
範囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以降の児童

R5.4 R6.3  1,738  1,738  - 
公立保育所等に通う第三子以降の給食費免除
対象予定：平均36.58人分/月

10
公立保育施
設給食費等
支援

幼児教育課

①高騰する給食賄材料費の増額分を補てんし給食費を維持する
することで，コロナ禍における物価高騰の影響を受ける公立保育所
等へ通園している子育ての世帯の生活を支援する。
②公立保育所等において子育て世帯への支援補填分として保育
園給食経費の賄材料費
③平均357人×500円×12月＝2,142千円
④１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（鹿嶋市）

R5.4 R6.3  2,142  2,142  - 
公立保育所等に通う子ども平均357人/月の給食
費等の引き上げを抑えるため，各施設に対して支
給する。
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11
民間保育施
設給食費等
支援金

幼児教育課

①物価高騰の影響を受けている保育施設の給食関係費用を補て
んし，給食費負担額を維持することで，コロナ禍における物価高騰
の影響を受ける民間保育所等へ通園している子育て世帯の生活
を支援する。
②民間保育所等において徴収される給食費等の増額補填分とし
て，保育所等に対する補助金
③平均1,591人×500円×12月＝9,546千円
④１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（民間保育所等）

R5.4 R6.3  9,546  9,546  - 
民間保育所等に通う子どもの給食費等の引き上げ
を防ぐため，各施設に対して支給する。
対象予定：平均1,591人分/月

12
第３子以降
給食費減免
事業（私立）

幼児教育課

①多子世帯に対し第3子の給食費を支援することで，コロナ禍にお
ける物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担を軽減する。
②私立保育所等における第３子の保育園給食経費の賄材料費
③平均148人×平均4,500円×12月＝7,992千円
④公立保育所等に通う1号認定子どものうち，小学校3年生までの
範囲内に子どもが３人以上いる家庭の3番目以降の児童

R5.4 R6.3  7,992  7,992  - 
私立保育所等に通う第三子以降給食費免除
対象予定：平均148人分/月

13

鹿嶋市医療
施設等物価
高騰等対策
支援事業

保健センター

①コロナ禍での各医療機関における電気代やガス代等の物価高騰
に伴う増額分について支援を行うことにより，安定的な医療提供体
制の維持を図る。
②各医療機関に対する支援金
③診療所（無床）　100千円×23箇所
　 診療所（有床）　500千円×3箇所
　 診療所（歯科）　100千円×27箇所
　 病院（200床以上）　　　　　　　　1,600千円×2箇所
　病院（100床以上200床未満）　1,300千円×1箇所
　病院（100床未満）　　　　　　　　 1,000千円×1箇所
④市内，診療所（歯科含む）及び病院（いずれも公立は含まない）

R6.1 R6.3  12,000  12,000  - 

各診療所において，継続的な診療が行われる。
・支援医療機関数：
　・診療所（無床）：23箇所
　・診療所（有床）：3箇所
　・診療所（歯科）：27箇所
　・病院：4箇所

14

障害者施設
等物価高騰
対策支援事
業

生活福祉課

①コロナ禍における原油価格や電気・ガス料金等の物価の高騰に
よる影響を受けた障害者施設等に対し負担の軽減を図るため，支
援金を支給するもの。
②各事業所における需用費（光熱水費・燃料費など）
③施設入所　　　450千円×2＝900千円
　共同生活援助　250千円×9＝2,250千円
　その他　　　　　110千円×48＝5,280千円
④障害サービスに係る入所・通所・訪問系等（59事業所）
　※いずれも公立は含まない

R6.1 R6.3  8,430  8,430  - 
事業所に対し支援金を支給することで，施設等に
おける障害サービスの継続性を確保する。
・補助実施施設数：59
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15

高齢者施設
等物価高騰
対策支援事
業

介護長寿課

①コロナ禍における物価高騰等による影響を受けている高齢者施
設に対して，負担増となっている経費に対する補填を行うことで，
安定したサービス提供を実施することができる。
②燃料，電気，ガス，食料費等の高騰による影響分の補填として，
高齢者施設等に交付する支援金
③④入所系　広域特養・老健（うち指定管理施設1）
　　　　　　　　　　600千円×7カ所＝4,200千円
　　　　　　　　　地域密着型特養・軽費・有料老人ホーム
　　　　　　　　　　300千円×9カ所＝2,700千円
　　　　　　　　　GH・小規模多機能
　　　　　　　　　　150千円×6カ所＝900千円
　通所系　　　通所介護・老人福祉センター（うち指定管理施設2）
　　　　　　　　　　150千円×18カ所＝2,700千円
　　　　　　　　　通所リハ
　　　　　　　　　　200千円×2カ所＝400千円
　訪問系　　訪問介護・訪問看護・定期巡回・訪問入浴・居宅介護
支援
　　　　　　　　　　30千円×32カ所＝960千円
　※公立のうち，直営施設は含まない
　※公立のうち，指定管理施設は含まれるが，これらの物価高騰
等の増額分は受託者負担としている

R6.1 R6.3  11,860  11,860  - 

物価高騰等による影響を受けている高齢者施設に
対して，負担増となっている経費に対する補填を行
うことで，安定したサービス提供を実施することがで
きる。

・補助実施施設数：74

16
民間保育施
設光熱費支
援金

幼児教育課

①光熱費の増額分を補填することで，コロナ禍における物価高騰
の影響を受ける民間保育所等の事業者を支援する。
②コロナ禍前・後に民間保育所等が支払った，光熱費等の増額補
填分として，保育所等に対する補助金
③400千円×5施設，350千円×5施設，150千円×3施設，100
千円×7施設，50千円×１施設＝4,950千円
④１号及び２・３号認定子どもが通う民間保育所等

R5.4 R6.3  4,950  4,950  - 

民間保育所等の光熱費等の増額相当分を補填す
ることで各施設の経営を安定させるため，各施設に
対して支援金を支給する。
対象施設数：21施設

17

電力価格高
騰に伴う揚
排水機場運
転経費支援
事業

農林水産課

①コロナ禍における原油高騰に伴う電力価格高騰により，負担が増
大している土地改良区の農事用電気料金に対し支援を行うこと
で，農業生産基盤の安定と耕作者への費用負担増の抑制を図
る。
②土地改良区が管理する揚排水機場に係る電気料金に対する補
助
③土地改良区における令和5年4月～12月までの農事用電気料
金とR3年同期間の農事用電気料金の差額（増額分）の1/2
　（大：5,500＋北：3,850＋南：2,900＋鰐：750）/2＝6,500千円
④市内土地改良区（大野地区・鹿島湖岸北部・鹿島湖岸南部・鰐
川）

R5.4 R6.3  6,500  6,500  - 
市内土地改良区の農事用電気料金負担軽減及
び耕作者への費用負担増の抑制
・補助予定改良区数：４改良区
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18

下水道事業
電気料金・
資材価格等
高騰分補助

下水道課

①コロナ禍における電気料金をはじめとしたエネルギー価格の高騰
を受けて，公共施設の光熱水費等の増加や，資材価格等が高騰
している。この高騰分に充当することで，安定的な市民サービスを
提供する。
②下水処理に係る電気料金及び工事に係る資材，人件費等の高
騰分
③高騰分見込（37,065千円）のうち，10,000千円
　電気料：（R5見込）46,966千円-（R3実績）40,976千円＝5,990
千円
　資材等：（R5)140,085千円-(R3相当)109,010千円＝31,075
千円
　※その他の財源（27,065千円）は，物価高騰交付金（10,000千
円）及び企業会計内（17,065千円）で対応
④鹿嶋市下水道事業

R5.4 R6.3  37,065  10,000  27,065 

下水道使用料の維持
・現在の使用料　（税込）
基本料金：10立米まで1,320円
超過料金：
　148.5円/立米（～20立米）
　159.5円/立米（～50立米）
　170.5円/立米（～100立米）
　187.0円/立米（101立米～）

19

公共施設の
エネルギー
価格の高騰

対応費

①コロナ禍における電気料金をはじめとしたエネルギー価格の高騰
を受けて，公共施設の光熱費等が増加している。この高騰分に充
当することで，安定的な市民サービスを提供する。
②市民が利用する公共施設の光熱水費等のエネルギー価格の高
騰分
③42,362千円
　(1)文化会館電気料：（R5見込）9,716－（R5指定管理計画予
算）8,000＝1,716千円
　　 文化会館燃料費：（R5見込）5,220－（R5指定管理計画予算）
3,400＝1,820千円
　　 どきどきセンター電気料：（R5見込）602－（R5指定管理計画
予算）454＝148千円＞96千円（※高騰分上限）∴96千円
　　　※高騰分上限：（R5見込）602－（R3実績）506＝96千円
　(2)運動施設電気料：（R5指定管理協定増額分）13,470＋（直
轄）649＝14,119千円
　(3)斎苑電気料：（R5見込）5,937－（R3実績）4,621＝1,316千
円
　　 斎苑燃料費：（R5見込）11,210－（R3実績）7,805＝3,405千
円
　(4)公民館電気料：（R5見込）13,212千円－（R3実績）10,215千
円＝2,997千円
　(5)ふれあいセンター電気料：（R5見込）5,593千円－（R3実績）
4,203千円－（出張所分）223＝1,167千円
　(6)図書館電気料：（R5見込）2,497－（R3実績）2,156＝341千
円
　(7)小中学校電気料：（R5見込）58,539－（R3実績）43,995＝
14,544千円
　(8)保育所・幼稚園等電気料：（保育園）288＋（幼稚園）265＋
（認こ）288＝841千円
④市民が利用する公共施設

R5.4 R6.3  42,362  42,362  - 

市民が利用する公共施設の運営による安定した市
民サービスの提供
・エネルギー価格高騰を理由とした利用料金値上
げの防止（利用料金の維持）
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20
教育支援体
制整備事業
費交付金

幼児教育課

①新型コロナウイルス感染症対応等のためのマスクや消毒液など
の消耗品の購入。
②マスクや消毒液などを配布する消耗品購入経費に充当。
③公立幼稚園4施設×50千円＝200千円
④公立幼稚園4施設

R5.4 R6.3  200  100  100  - 

幼児教育施設に対して必要な感染症対策を実施
するための消耗品を支給する。
【マスク50枚入り（500円×30箱）+ペーパータオル
３５パック入（3千円×5箱）+消毒用アルコール5
リットル（４千円×5本）】＝50千円（４園）

21
保育対策事
業費補助金

幼児教育課

①職員が感染症対策を図りながら保育を継続実施するために必
要な経費やゴム手袋や消毒液などの新型コロナウィルスの影響が
出た際の消毒に係る費用を補助する。
②職員が感染症対策を図りながら保育を継続実施するために必
要な経費やゴム手袋や消毒液などの新型コロナウィルスの影響が
出た際の消毒に係る費用購入経費に充当。
③定員19人以下：150千円×2施設，100千円×1施設
　定員60人以上：250千円×5施設，70千円×3施設，120千円
×1施設
④保育所，認定こども園，地域型保育事業所 R5.4 R6.3  1,980  990  990  - 

保育施設に対して必要な感染症対策を実施する
ための必要品を支給する。【ゴム手袋100枚入り
（500円×90箱）+ペーパータオル３５パック入（3千
円×15箱）+消毒用アルコール5リットル（４千円×
40本）】＝250千円（5施設）
【ゴム手袋100枚入り（500円×40箱）+ペーパータ
オル３５パック入（3千円×8箱）+消毒用アルコー
ル5リットル（４千円×14本）】＝100千円（1施設）
【ゴム手袋100枚入り（500円×50箱）+ペーパータ
オル３５パック入（3千円×15箱）+消毒用アルコー
ル5リットル（４千円×20本）】＝150千円（2施設）
【ゴム手袋100枚入り（500円×22箱）+ペーパータ
オル３５パック入（3千円×5箱）+消毒用アルコー
ル5リットル（４千円×11本）】＝70千円（３施設）
【ゴム手袋100枚入り（500円×60箱）+ペーパータ
オル３５パック入（3千円×10箱）+消毒用アルコー
ル5リットル（４千円×15本）】＝120千円（1施設）

22
水道事業資
材価格等高
騰分補助

財政課

①コロナ禍における物価高騰の影響を受け，資材価格等も高騰し
ている。この高騰分に充当することで，安定的な市民サービスを提
供する。
②工事費に係る資材，人件費等の高騰分
③高騰分見込（236,473千円）のうち，10,000千円
　　（R5)2,135,033千円-(R3相当)1,898,560千円＝236,473千
円
　※その他の財源（226,473千円）は，物価高騰交付金（10,000
千円）及び企業会計内（216,473千円）で対応
④鹿嶋市水道事業

R5.4 R6.3  236,473  10,000  226,473 

水道料金の維持
・現在の水道料金　（税込）
（例）φ20mmの場合
　基本料金：10立米まで2,310円
　超過料金：
　　231円/立米（～20立米）
　　253円/立米（～50立米）
　　275円/立米（～100立米）
　　291.5円/立米（101立米～）

23
鹿嶋市医師
確保支援補
助金

保健センター

①コロナ禍における医療を取り巻く環境の変化や物価等の高騰に
より，医療機関での医師確保が難しくなってきている。医師確保に
取り組む医療機関を支援することで，地域医療の維持・向上を図
る。
②医師確保に係る補助金
③医師一人あたり6,000千円（500千円×12月）×4人分
④医師確保を行った医療機関

R5.4 R6.3  24,000  24,000  - 医師4人の確保


